














































































































































































































































































































































































































6 ヶ月間行使しないまたは目的物の引渡しの時から 5 年を経過した後、消滅
する（ 1 項）。前項に関する 6 ヶ月間の規定は、売主が故意に買主にその瑕
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びに同法634条 1 項及び 2 項前段に規定する担保の責任を負う。
　新築住宅とは、新たに建設された住宅（建設工事の完了の日から起算して
一年を経過したものを除く）で、まだ人の居住の用に供したことのないもの















































































































































































































































































































































































































































































検討が行われ、1994年 4 月に製造物責任法案が国会に提出され、 6 月22日に



















指令の立場である。本法 2 条 3 項の各号が、製造業者（ 1 号）、表示製造業
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　 3 　製造物

























の構造に使われる動産（movables which are used in the construction of 




























































































（ 3 ）王澤鑑『商品製造人責任與消費者之保護』10頁以下参照（正中書局、1988年 1
月）。朱柏松、前掲注 1 、10頁以下参照。
（ 4 ）洪誌宏『消費者保護法』85頁（五南、2014 年 8  月）。
（ 5 ）王澤鑑「物之瑕疵擔保責任、不完全給付與同時履行抗辯」『民法學說與判例研究
（六）』120頁（王澤鑑、2009年12月）。
（ 6 ）林誠二『民法債權各論（上）』137頁以下参照（瑞興圖書、2007年 3 月）。
（ 7 ）林誠二、前掲注 6 、148頁。
（ 8 ）林誠二、前掲注 6 、148頁。























































































7. 6 （平17（受）第702号、損害賠償請求事件、裁時1439号 2 頁）を契機として」
NBL 875号 4 頁以下。松本克美「建築瑕疵に対する設計・施工者等の不法行為責任
と損害論　最判 2007（平成19）・ 7 ・ 6 判決の差戻審判決・福岡高判 2009（平成











（79）朱柏松、前掲注 1 、 4 頁。

































（104）Whereas liability without fault should apply only to movables which have 
been industrially produced; whereas, as a result, it is appropriate to exclude 
liability for agricultural products and game, except where they have undergone 
a processing of an industrial nature which could cause a defect in these products; 
whereas the liability provided for in this Directive should also apply to 
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39頁参照。
（108）加藤雅信「『製造物責任法案とその問題』とその問題点」判例タイムズ834号34
頁以下参照1994年 3 月。松本恒雄「製造物責任法の意義と範囲」ジュリスト1051号
24頁以下参照1994年 9 月。山野目章夫「不動産に関する製造物責任の成立可能性」
『社会の発展と権利の創造　民法・環境法学の最前線』（有斐閣，2012年 2 月）536
頁参照。
（109）松本恒雄、前掲注108、24頁参照。
（110）加藤雅信、前掲注108、34頁以下参照。
（111）松本恒雄、前掲注108、24頁参照。
（112）加藤雅信、前掲注108、34頁参照。松本恒雄、前掲注138、25頁参照。
（113）山野目章夫、前掲注108、523頁以下参照。
